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DPCと医療マネジメント
～地域医療構想との関連で～

産業医科大学

公衆衛生学教室

松田晋哉

H28Aug30
DPC	セミナー

本日の講演の内容

1．地域医療構想の概要

2．北九州を事例とした検討

3．慢性期をどう考えるのか

4．自施設の経営を考える

5．まとめ
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地域医療構想とは

構想区域における、病床の機能区分ごとの将来の病床数の必要量のほか、病
床の機能分化及び連携の推進のために必要な事項を含む将来の医療提供体
制に関する構想

医療法

l 地域の実情に応じた課題抽出や実現に向けた施策を住民を含
めた幅広い関係者で検討し、合意をしていくための過程を想定
し、さらには各医療機関の自主的な取組や医療機関相互の協
議が促進され、地域医療全体を俯瞰した形で実現していくもの

l 各医療機関は、地域における自院内の病床機能をデータにも
とづいて客観的に把握し、自院の将来像を描くことができる

日本医師会・中川副会長資料

病床機能別医療需要の検討ツール
（厚生労働省配布ツール）

出典： 必要病床数等推計ツール説明書（厚生労働省医政局）
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病床機能別病床推計の考え方

• 平成25年度一年分のDPC及びNDBデータを利用
• 高度急性期、急性期、回復期、慢性期の区分法
– 一般病床レセプトについては医療資源投入量に基づ
いて区分（資源投入量が落ち着くまでを急性期、落ち
着いてから退院準備ができるまでを回復期とした上
で、急性期についてはICU、HCU、無菌室の利用頻度
に着目して高度急性期を分離）

– 回復期リハビリテーション病床は回復期病床、療養
病床については医療区分1の70％を入院外で対応可
能としたうえで残りを慢性期病床に割り当てた。

– 障害者病床は慢性期病床に割り付けた

専門調査会推計の考え方

• 一定の仮定のもとに患者数の推計を行った
– 機能分化を進める

– 医療区分１の70％は入院以外で対応
– 療養病床入院受療率の都道府県格差を縮小

• 数字は上記仮定の下での必要病床数
– それぞれの地域で、対応可能な対策を考える

– 慢性期＝療養病床入院＋介護施設＋在宅

– 上記の配分の在り方は各地域の状況による

– 慢性期の状態像に関しては、今後精査が必要
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C1、C2、C3設定の基本となった医療資源投入量（中央値）の推移の分析結果
（入院患者数上位255のDPCの推移を重ね合わせたもの）
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急性期と回復期の区分点（変曲点）
回復期と慢性期の区分点（プラトー）

医療需要推計にあたっての境界点の考え方

医療資源投入量 基本的考え方

高度急性期

急性期

回復期

※

救命救急病棟やＩＣＵ、ＨＣＵで実施するような重症者に対

する診療密度が特に高い医療（一般病棟等で実施する医療も
含む）から、一般的な標準治療へ移行する段階における医療
資源投入量

C1
3,000点

C2
600点

C3
225点

急性期における医療が終了し、医療資源投入量が一定程度落ち

着いた段階における医療資源投入量

在宅等においても実施できる医療やリハビリテーションの密度に

おける医療資源投入量

ただし、境界点に達してから退院調整等を行う期間の医療需要を

見込み175点で推計する。

※ 在宅復帰に向けた調整を要する幅を見込み175点で区分して推計する。なお、175点未満の患者数については、慢性期機能及び在宅医療

等の患者数として一体的に推計する。
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C1

C2

高度急性期

急性期

回復期

C3
慢性期

（１） 1日当たり出来高換算コストの
分布（入院1日ごとに計算；
入院期間の平均ではない）

C1

C2

C3

day

（２） 1日当たり出来高換算コストの
入院後日数ごとの分布

DPCごと、患者ごとにC1以上を高度急性期部分、
C2以上C1未満を急性期部分、
C3以上、C2未満を回復期部分
C3未満を慢性期部分に分解し、集計

高度急性期

急性期

回復期

慢性期

機能別病床推計の具体的手順

DPCごとに集計

（３）病床稼働率で割り戻し、病床数とする詳細は「病院」誌（医学書院）を
参照してください

将来推計の方法

DPC別・病床機能別・性年齢階級別・患者住所地別・医療機関住所地別受療率
（1日あたり、生保・労災・自賠責等の補正後）

×

推計年度の患者住所地別・性年齢階級別人口

＝

推計年度のDPC別・病床機能別・性年齢階級別・患者住所地別・医療機関住所地別患者数
（1日あたり）

÷

病床利用率（高度急性期＝75%、急性期＝78%、回復期＝90%、慢性期＝92%）

＝

推計年度のDPC別・病床機能別・性年齢階級別・患者住所地別・医療機関住所地別病床数
（1日あたり）

患者住所地別
病床数

医療機関住所地別
病床数

人口構成・傷病構造・受療動向の
地域差を反映させた病床数推計
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資料： 第５回 医療・介護情報の活用による改革の推進に関する専門調査会

療養病床の都道府県格差の是正

資料： 第５回 医療・介護情報の活用による改革の推進に関する専門調査会
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病床機能の推計方法

一般病床

高度
急性期

急性期 回復期
慢性
期

C1 C2 C3

一
般
病
床
の
機
能
分
化

療
養
病
床
の
機
能
分
化

回復期
リハ

資料： 第５回 医療・介護情報の活用による改革の推進に関する専門調査会
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病床機能報
告との差
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現状の病床数と必要病床数の推計値の比較（サンプル）

療養病床

一般病床

1,983

1,910

1,460

現 状 推 計

▲175床

＋563床

▲27床

＋89床

急性期

高度急性期

回復期

慢性期

病床機能報
告との差

＋450床

許可病床数
との差

▲73床

このような資料が二次医療圏ごとに作成され議論されている

本日の講演の内容

1．地域医療構想の概要

2．北九州を事例とした検討

3．慢性期をどう考えるのか

4．自施設の経営を考える

5．まとめ
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DPCデータの検討

• 欠けている機能はないか（＝すべての色は出ているか）
Ø 欠けている機能がある場合、それは他の病院が補っているのか？
Ø 補っていない場合、それが欠けていることで何か不都合が生じていないか？

• 各病院の機能は年度間で安定しているか？
Ø 安定していない場合、それはなぜか？また、不都合は生じていないか？

• 圏域内の各病院の機能分化はどうか？

北九州医療圏におけるDPC対象病院の診療実績
（平成26年度厚生労働省データ：MDC別全患者）
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北九州医療圏におけるDPC対象病院の診療実績
（平成26年度厚生労働省データ：MDC別救急搬送患者）

北九州医療圏におけるDPC対象病院の診療実績
（平成26年度厚生労働省データ：DPC別全がん患者）
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北九州医療圏におけるDPC対象病院の診療実績
（平成26年度厚生労働省データ：DPC別全がん手術患者）

NDBデータの検討

• 当該機能について、各医療圏（構想区域）の自己完結率はどうか？
Ø 構想圏域はこれでいいのか？
Ø 自己完結していない場合、それで何か不都合はないか？
Ø 不都合がある場合、それをどう解決すればよいのか？

ü 自己完結率を高めるのか？あるいは他医療圏と連携するのか？

患者居住
医療圏 棒の色は施設所在地

医療圏を表す
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福岡県における入院医療の自己完結率
（平成24年度NDBデータ：一般病床入院 ７：１、１０：１）

出典： 平成25年度厚生労働科学研究補助金（厚生労働科学特別研究事業）・今後の医療需要を踏まえた医療機能の分化・連携を促す
ための地域医療ビジョン策定に向けて把握すべきデータやその活用方法に関する研究（H25-特別-指定-007）（研究代表者： 松田晋哉）

福岡県における入院医療の自己完結率
（平成24年度NDBデータ：回復期リハビリテーション病床入院）

出典： 平成25年度厚生労働科学研究補助金（厚生労働科学特別研究事業）・今後の医療需要を踏まえた医療機能の分化・連携を促す
ための地域医療ビジョン策定に向けて把握すべきデータやその活用方法に関する研究（H25-特別-指定-007）（研究代表者： 松田晋哉）
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福岡県における入院医療の自己完結率
（平成24年度NDBデータ：療養病床入院）

出典： 平成25年度厚生労働科学研究補助金（厚生労働科学特別研究事業）・今後の医療需要を踏まえた医療機能の分化・連携を促す
ための地域医療ビジョン策定に向けて把握すべきデータやその活用方法に関する研究（H25-特別-指定-007）（研究代表者： 松田晋哉）

福岡県における救急医療の自己完結率・二次救急
（平成24年度NDBデータ： 入院・外来合計）

出典： 平成25年度厚生労働科学研究補助金（厚生労働科学特別研究事業）・今後の医療需要を踏まえた医療機能の分化・連携を促す
ための地域医療ビジョン策定に向けて把握すべきデータやその活用方法に関する研究（H25-特別-指定-007）（研究代表者： 松田晋哉）
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福岡県における脳梗塞・TIAの自己完結率
（平成24年度NDBデータ： 入院）

出典： 平成25年度厚生労働科学研究補助金（厚生労働科学特別研究事業）・今後の医療需要を踏まえた医療機能の分化・連携を促す
ための地域医療ビジョン策定に向けて把握すべきデータやその活用方法に関する研究（H25-特別-指定-007）（研究代表者： 松田晋哉）

資料4-5 DPC公開データによる急性期入院医療へのアクセシビリティの評価
（H25年：福岡県・脳梗塞）

出典： 医療計画作成支援データブック（厚生労働省・2015）
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福岡県におけるがん医療の自己完結率
（平成24年度NDBデータ：主傷病悪性腫瘍・入院）

出典： 平成25年度厚生労働科学研究補助金（厚生労働科学特別研究事業）・今後の医療需要を踏まえた医療機能の分化・連携を促す
ための地域医療ビジョン策定に向けて把握すべきデータやその活用方法に関する研究（H25-特別-指定-007）（研究代表者： 松田晋哉）

福岡県におけるがん医療の自己完結率
（平成24年度NDBデータ：主傷病胃がん・入院）

出典： 平成25年度厚生労働科学研究補助金（厚生労働科学特別研究事業）・今後の医療需要を踏まえた医療機能の分化・連携を促す
ための地域医療ビジョン策定に向けて把握すべきデータやその活用方法に関する研究（H25-特別-指定-007）（研究代表者： 松田晋哉）
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資料6-6	DPC公開データによるがん診療へのアクセシビリティの評価
（H25年：福岡県・胃がん）

出典： 医療計画作成支援データブック（厚生労働省・2015）

福岡県におけるがん医療の自己完結率
（平成24年度NDBデータ：主傷病肺がん・入院）

出典： 平成24年度厚生労働科学研究補助金（政策科学推進研究事業）・医療計画を踏まえた医療の連携体制構築に関する
評価に関する研究（H24-医療-指定-037）（研究代表者： 松田晋哉）

出典： 平成25年度厚生労働科学研究補助金（厚生労働科学特別研究事業）・今後の医療需要を踏まえた医療機能の分化・連携を促す
ための地域医療ビジョン策定に向けて把握すべきデータやその活用方法に関する研究（H25-特別-指定-007）（研究代表者： 松田晋哉）
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資料6-15	DPC公開データによるがん診療へのアクセシビリティの評価
（H25年：福岡県・肺がん）

出典： 医療計画作成支援データブック（厚生労働省・2015）

福岡県におけるがん医療の自己完結率
（平成24年度NDBデータ：化学療法・入院）

出典： 平成25年度厚生労働科学研究補助金（厚生労働科学特別研究事業）・今後の医療需要を踏まえた医療機能の分化・連携を促す
ための地域医療ビジョン策定に向けて把握すべきデータやその活用方法に関する研究（H25-特別-指定-007）（研究代表者： 松田晋哉）
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福岡県におけるがん医療の自己完結率
（平成24年度NDBデータ：化学療法・外来）

出典： 平成25年度厚生労働科学研究補助金（厚生労働科学特別研究事業）・今後の医療需要を踏まえた医療機能の分化・連携を促す
ための地域医療ビジョン策定に向けて把握すべきデータやその活用方法に関する研究（H25-特別-指定-007）（研究代表者： 松田晋哉）

福岡県におけるがん医療の自己完結率
（平成24年度NDBデータ：放射線治療・入院）

出典： 平成25年度厚生労働科学研究補助金（厚生労働科学特別研究事業）・今後の医療需要を踏まえた医療機能の分化・連携を促す
ための地域医療ビジョン策定に向けて把握すべきデータやその活用方法に関する研究（H25-特別-指定-007）（研究代表者： 松田晋哉）
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福岡県におけるがん医療の自己完結率
（平成24年度NDBデータ：放射線治療・外来）

出典： 平成25年度厚生労働科学研究補助金（厚生労働科学特別研究事業）・今後の医療需要を踏まえた医療機能の分化・連携を促す
ための地域医療ビジョン策定に向けて把握すべきデータやその活用方法に関する研究（H25-特別-指定-007）（研究代表者： 松田晋哉）

北九州医療圏の人口推移
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医療圏の人口推移（コホート別）

北九州医療圏の人口ピラミッドの変化
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北九州医療圏の傷病別患者数の推計（入院）

出典： 平成25年度厚生労働科学研究補助金（厚生労働科学特別研究事業）・今後の医療需要を踏まえた医療機能の分化・連携を促す
ための地域医療ビジョン策定に向けて把握すべきデータやその活用方法に関する研究（H25-特別-指定-007）（研究代表者： 松田晋哉）

資料12-6	北九州医療圏におけるDPC対象病院の診療実績
（平成25-26年度厚生労働省データ：肺炎患者）



2016/8/25

22

資料12-7	北九州医療圏におけるDPC対象病院の診療実績
（平成25-26年度厚生労働省データ：骨折患者）

増加する肺炎・骨折への対応

• 虚弱高齢者への予防的健康教育の必要性
–口腔ケア
–筋力増強プログラム（転倒予防）
–栄養指導（科学的な食事指導）

• 介護予防の戦略的な見直しが必要
–特定健診・特定保健指導事業を別々にやるので
は効果が薄い
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北九州医療圏２地域の要介護高齢者の推移

北九州市 中間市

北九州医療圏の現状と課題

• 入院医療全般
– 急性期
– 回復期
– 慢性期

• 外来医療全般
• 救急
• 周産期医療
• 在宅医療
• 連携
• 急性心筋梗塞
• 脳血管障害
• 悪性腫瘍
• 糖尿病
• 精神科

現時点での入院医療提供体制に関して、
北九州医療圏は特に問題はない。機能
分化に関しては、急性期病床から回復
期病床の転換が必要であるという推計
結果になっている。この転換にあたって
は、それぞれの地域でどのような「地域
包括ケア体制」を構築するかという議論
との整合性が必要となる。そのためには
在宅医療の充実が必要。
構想区域としては小倉地区と八幡地区
とを分けて考えた方が良いかもしれない
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本日の講演の内容

1．地域医療構想の概要

2．北九州を事例とした検討

3．慢性期をどう考えるのか

4．自施設の経営を考える

5．まとめ

資料： 第５回 医療・介護情報の活用による改革の推進に関する専門調査会

慢性期の患者の増加にどう対応するのか？
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仮に「医療区分１」の患者の70％を退
院させ、地域差を解消するとしたとき、
これらの患者はどこに行くのか？

性別にみた医療区分
（N=4,761）

P<0.01	（Χ2検定）

性別
合計

男 女

医
療
区
分

1
度数 309 773 1082

% 28.6% 71.4% 100.0%

2
度数 853 1357 2210

% 38.6% 61.4% 100.0%

3
度数 578 891 1469

% 39.3% 60.7% 100.0%

合計
度数 1740 3021 4761

% 36.5% 63.5% 100.0%

全般に女性が多いが、特に医療区分１は女性の割合が７１％

出典： 福岡県医師会（2016）
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医療区分別にみた退院可能性
（N=4,761）

退院可能性

合計
退院可能

条件が整え
ば可

退院は難し
い

不明

医療区分

1
度数 155 401 489 37 1082

% 14.3% 37.1% 45.2% 3.4% 100.0%

2
度数 101 601 1380 127 2209

% 4.6% 27.2% 62.5% 5.7% 100.0%

3
度数 27 206 1177 60 1470

% 1.8% 14.0% 80.1% 4.1% 100.0%

合計
度数 283 1208 3046 224 4761

% 5.9% 25.4% 64.0% 4.7% 100.0%

P<0.01	（Χ2検定）
医療区分１で退院可能、条件が整えば（退院）可が多い

出典： 福岡県医師会（2016）

療養病床の退院可能性に関する要因の分析結果
（「条件が整えば可」の場合の理由・医療区分別）

家族の受

け入れ

十分な介

護サービス

経済的理

由

傷病の安

定
その他 合計

医
療
区
分

1
度数 254 278 65 123 68 401

% 63.3% 69.3% 16.2% 30.7% 17.0% 100.0%

2
度数 380 380 120 217 114 601

% 63.2% 63.2% 20.0% 36.1% 19.0% 100.0%

3
度数 108 112 38 114 61 206

% 52.4% 54.4% 18.4% 55.3% 29.6% 100.0%

合計
度数 742 770 223 454 243 1208

% 61.4% 63.7% 18.5% 37.6% 20.1% 100.0%

p値 0.01 <	0.01 0.32 <	0.01 <	0.01

出典： 福岡県医師会（2016）
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医療区分別にみたADL区分の状況
（N=4,761）

P<0.01	（Χ2検定）

ADL区分
合計

1 2 3

医療区分

1
N 369 327 386 1082

% 34.1% 30.2% 35.7% 100.0%

2
N 327 619 1264 2210

% 14.8% 28.0% 57.2% 100.0%

3
N 106 180 1184 1470

% 7.2% 12.2% 80.5% 100.0%

合計
N 802 1126 2834 4762

% 16.8% 23.6% 59.5% 100.0%

出典： 福岡県医師会（2016）

医療区分別にみた平均年齢と平均入院期間
（N=4,761）

P<0.01	（Χ2検定）

医療区分 度数 平均値 標準偏差 ｐ値

平均値の 95%	信頼
区間 最小値 最大値

下限 上限

年齢

1 1081 83.48 11.727 82.78 84.18 16 106
2 2207 80.26 11.875 79.76 80.75 7 108
3 1467 83.25 10.689 82.70 83.80 7 106

合計 4755 81.91 11.588 p<0.01 81.59 82.24 7 108

入院期間
2

1 1081 19.14 32.525 17.20 21.08 1 506
2 2207 27.36 47.654 25.37 29.35 1 619
3 1467 20.80 32.830 19.11 22.48 1 532

合計 4755 23.46 40.496 p<0.01 22.31 24.62 1 619

出典： 福岡県医師会（2016）
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複合的な傷病を持つ

在宅要介護高齢者数の時系列変化

（福岡県の1自治体データ）

年月
認知症＋
がん

認知症＋
肺炎

認知症＋
筋呼格系疾患

がん＋
虚血性心疾患

糖尿病＋
慢性腎不全

2011年4月 18 16 121 32 37

2011年5月 18 20 114 33 36

2011年6月 19 20 122 36 40

2011年7月 22 21 134 36 41

2011年8月 24 23 136 38 43

2011年9月 22 20 144 40 46

・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

2012年11月 36 23 206 50 59

2012年12月 41 40 214 55 65

2013年1月 39 47 214 58 70

2013年2月 37 45 219 52 69

2013年3月 37 42 234 53 67

医療・介護を総合的に考えることの重要性

脳梗塞のために急性期病院で入院治療を受けた患者の入院前後6か月サービス利用状況

• 入院1月前で53％が介護保険によるサービスを受けている
• 発症後経過とともに医療では回復期→療養に転棟（ただし、6
か月後も31％は一般病床）

• 入院後30％以上が肺炎にり患
• 約20％が認知症
• 発症後経過とともに介護サービス利用者が増加（6か月後は

70％以上、最も多く使われるサービスは通所介護）

要介護度 ％

要支援1 9.3%

要支援2 18.6%

要介護1 16.3%

要介護2 14.0%

要介護3 23.3%

要介護4 11.6%

要介護5 7.0%

一月前の要介護度の分布
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本日の講演の内容

1．地域医療構想の概要

2．北九州を事例とした検討

3．慢性期をどう考えるのか

4．自施設の経営を考える

5．まとめ

病院が検討すべきこと（１）

• 地域の傷病構造及び需要の将来
–人口構造の影響が最も大きい

• 自施設の地域における位置づけ
– DPCデータを参考に自施設の地域における相対
的位置づけを考える

–やりたいことではなく、「期待されていることは何
か」を考える

–人の確保、特に医師・看護師・その他のコメディカ
ルの確保は将来も大丈夫か？

• ここ数年のトレンドを検証する
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病院が検討すべきこと（２）

• 専門医制度との関係
– 専門医の研修対象施設となれるのか？

• 症例数の確保
• 当該分野における「ブランド力」
• 医療の質評価への対応

• 救急がメインの場合
– 総合的な対応が可能か？
– 人材の継続的確保が可能か？

• 初期臨床研修病院としての魅力度は？
– 地域包括ケア病床併設の是非は？

• ダウンサイジングの是非
– ケアミックスの可能性

高度急性期・急性期がメインの場合（７：１、１０：１）

病院が検討すべきこと（３）

• 地域包括ケア病床の設置の是非
–在宅医療及び介護との連携体制
• 訪問看護部門、地域連携室の重要性
• Post	acute	に関する総合的対応機能

– 自己完結型、ネットワーク型、混合型
• 地区医師会や介護関係者、行政との良好な関係

–地域医療構想への積極的関わりが必要
–医療職（総合医、看護職、PT/OT/ST、MSW、その
他）確保の重要性

• 施設の魅力をいかに高めるか

急性期・回復期がメインの場合（13：１、１5：１）



2016/8/25

31

資料： 第５回 医療・介護情報の活用による改革の推進に関する専門調査会

慢性期の患者の増加にどう対応するのか？

仮に「医療区分１」の患者の70％を退
院させ、地域差を解消するとしたとき、
これらの患者はどこに行くのか？
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「急性期以後」、特に慢性期の高齢者
をどのように地域でケアするかが、こ
れからの各地域の医療介護のあり方
を決める
→「地域包括ケア」体制の確立

新類型の施設に関する議論（療養病床WG、H27年10月23日）
・ 医療施設内における「すまい」
・ 看取りを行う施設

病院が検討すべきこと（４）

• 入院患者の状況の精査
–医療必要度からみた退院可能性の検討
• 入院外で可能と考えられるものの、退院困難なケースに
ついてはその理由の把握

• 現状追認推計と厚労省推計の差の分析
–医療区分ごとの患者数及び地域差の原因の検討
–地域の介護施設の整備状況
• 市町村の介護保険事業計画が参考になる

療養病床がメインの場合（１）
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病院が検討すべきこと（５）

• 「地域包括ケア」という枠組みで考えたときの
自施設の地域における役割の再確認

–療養病床は地域包括ケアのために不可欠な施設
であることの再確認

–何が期待され、何ができるのか？
–欠けている機能はないか？

• 人の確保は大丈夫か？
• ダウンサイジングの是非
• 病院団体の調査事業への積極的参加

療養病床がメインの場合（２）

新類型の議論

80床の療養病床
20床の
療養
病床

医療施設内住まい

• 日常的な医学的管理程度の医療
• 夜間・休日における医療
• 看取り・ターミナルケアを行う機能
• 生活機能の維持向上のためのリハビリテーション等

• 夜間・休日における当直体制
• 想定される中心的な状態に応じた医療関す人員
• 「住まい」としての構造設備
• 適切な介護サービス（入浴、排泄、食事など）

第４回療養病床の在り方等に関する検討会（平成27年10月23日）の議論より
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ある中小民間病院(仮想例)の
30分圏診療圏における医療需要の将来推計

（全入院患者）

青： 15歳未満、緑： 15－64歳、橙： 65歳以上資料：石川B光一

病床数： 100床（一般病床のみ）
看護基準： １５：１
内科,胃腸科,外科,整形外科,リハビリテーション科
救急指定病院（当直は大学病院医師に依頼）
訪問看護ステーションあり

老人保健施設あり

ある中小民間病院(仮想例)の
30分圏診療圏における医療需要の将来推計

（全悪性腫瘍入院患者）

青： 15歳未満、緑： 15－64歳、橙： 65歳以上資料：石川B光一

病床数： 100床（一般病床のみ）
看護基準： １５：１
内科,胃腸科,外科,整形外科,リハビリテーション科
救急指定病院（当直は大学病院医師に依頼）
訪問看護ステーションあり

老人保健施設あり
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ある中小民間病院(仮想例)の
30分圏診療圏における医療需要の将来推計

（全脳血管障害入院患者）

青： 15歳未満、緑： 15－64歳、橙： 65歳以上資料：石川B光一

病床数： 100床（一般病床のみ）
看護基準： １５：１
内科,胃腸科,外科,整形外科,リハビリテーション科
救急指定病院（当直は大学病院医師に依頼）
訪問看護ステーションあり

老人保健施設あり

ある中小民間病院(仮想例)の
30分圏診療圏における医療需要の将来推計

（全消化器疾患入院患者）

青： 15歳未満、緑： 15－64歳、橙： 65歳以上資料：石川B光一

病床数： 100床（一般病床のみ）
看護基準： １５：１
内科,胃腸科,外科,整形外科,リハビリテーション科
救急指定病院（当直は大学病院医師に依頼）
訪問看護ステーションあり

老人保健施設あり



2016/8/25

36

ある中小民間病院(仮想例)の
30分圏診療圏における医療需要の将来推計

（全肺炎入院患者）

青： 15歳未満、緑： 15－64歳、橙： 65歳以上資料：石川B光一

病床数： 100床（一般病床のみ）
看護基準： １５：１
内科,胃腸科,外科,整形外科,リハビリテーション科
救急指定病院（当直は大学病院医師に依頼）
訪問看護ステーションあり

老人保健施設あり

現在のValue	chain（仮想例）

外来治療

入院治療

紹介あり

救急

紹介なし

近隣の住民（高
齢者が多い）

主たる入院患者
・高齢者の肺炎

・安定期～末期のが
ん患者（化学療法や
ターミナル）
・ポストアキュートの
脳血管障害
・老年症候群

・近隣の急性期病院
の入院待ち

・ 外来機能はほぼプ
ライマリケア
・ 訪問看護を実施

自院通院患者及
び介護施設から

の救急搬送（肺
炎が多い）

紹介患者はほと
んど、他の急性

期病院からの継
続的治療（入院
が多い）

退院患者の定期
的フォローアップ
・ 検査
・ 画像診断

介護保険申請の
支援
訪問看護による

在宅支援（在宅
療養支援診療所
と協力）

外来

外来機能
はほぼプ

ライマリケ
ア（診療所
と変わら
ない）

転院等

外来

介護施設への入
所が多い
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経営シミュレーション

一般病床 地域包括ケア病床

配置基準 看護１５：１ 看護１３：１

医師 6.25人 3人

看護職員 34人 39人

1月あたり人件費 医師 130万×6.25人＝8,125,000円 130万×3人＝3,900,000円

看護師 35万×34人＝11,900,000円 35万×39人＝13,650,000円

合計 20,025,000円 17,550,000円

100床あたり

仮に現在の病床稼働率が80％で入院単価が27,000円であった場合の月あたり収入は
27,000×100×0.80×30＝64,800,000円
地域包括ケア病床に転換し、かつ加算等が取れ入院単価が30,000円であった場合の
月当たり収入は（病床稼働率は不変）
30,000×100×0.80×30=72,000,000円
したがって、100床あたりの粗利は
（72,000,000－ 64,800,000	）＋（20,025,000-17,550,000）＝9,675,000円増加

注：あくまで単純な仮定に
基づく簡易な推計です

出典： 日本慢性期医療協会資料を著者改変

資料： 第7回療養病床のあり方に関する検討会（平成28年1月15日）
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国
消費税財源活用

市
町
村

市町村計画

（基金事業計画）

都
道
府
県

都道府県計画
(基⾦事業計画)

基金
※国と都道府県の

負担割合２／３、１／
３

申
請

事業者等（医療機関、介護サービス事業所等）

交
付

交
付

地域医療介護総合確保基金

交
付 提

出

交
付 提

出

申
請

地域医療介護総合確保基金の対象事業

１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に
関する事業

２ 居宅等における医療の提供に関する事業
３ 介護施設等の整備に関する事業（地域密着型サービス等）
４ 医療従事者の確保に関する事業
５ 介護従事者の確保に関する事業

都道府県計画及び市町村計画（基金事業計画）

○ 基金に関する基本的事項

・公正かつ透明なプロセスの確保（関係者の意見を反映させる仕組みの整備）
・事業主体間の公平性など公正性・透明性の確保
・診療報酬・介護報酬等との役割分担

○ 都道府県計画及び市町村計画の基本的な記載事項

医療介護総合確保区域の設定※1 ／ 目標と計画期間（原則１年間） ／ 事
業の内容、費用の額等 ／ 事業の評価方法※2

※1 都道府県は、二次医療圏及び老人福祉圏域を念頭に置きつつ、地域

の実情を踏まえて設定。市町村は、日常生活圏域を念頭に設定。
※2 都道府県は、市町村の協力を得つつ、事業の事後評価等を実施

国は都道府県の事業を検証し、基金の配分等に活用

○ 都道府県は市町村計画の事業をとりまとめて、都道府県計画を作成

○ 団塊の世代が75歳以上となる2025年を展望すれば、病床の機能分化・連携、在宅医療・介護の推進、医療・介護従事者の
確保・勤務環境の改善等、「効率的かつ質の高い医療提供体制の構築」と「地域包括ケアシステムの構築」が急務の課題。

○ このため、消費税増収分を活用した新たな財政支援制度（地域医療介護総合確保基金） を創設し、各都道府県に設置。
各都道府県は、都道府県計画を作成し、当該計画に基づき事業を実施。

○平成26年度予算：医療分904億円（うち、国604億円）
○平成27年度予算案：1628億円（公費ベース）
（医療分904億円（うち、国分602億円）、介護分724億円（うち、国分483
億円））

本日の講演の内容

1．地域医療構想の概要

2．北九州を事例とした検討

3．慢性期をどう考えるのか

4．自施設の経営を考える

5．まとめ
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まとめ

• 少子高齢化と人口減少というこれまで経験したこと
のない社会環境下で医療提供体制の再構築が求
められている

• 地域医療構想の推計値は現在のデータをもとにし
たもの

• 各地域・各施設でデータに基づいて冷静に将来を考
えることが求められている

– 平成30年の第7次医療計画と地域包括ケア計画（介護保
険事業計画）

– 各病院でデータ分析を担う部門の役割が重要になる


